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竹原市地域福祉総合計画策定支援業務委託事業者選定 

に係る公募型プロポーザル実施要領 

 

 

１ 趣 旨 

本要領は、竹原市地域福祉総合計画策定支援業務（以下「本業務」という。）の受託候補者（第

一交渉権者）を公募型プロポーザル方式により選定するにあたり、必要な事項を定める。 

 

２ 目 的 

 

本業務は、現在運用中の「第３次竹原市地域福祉計画（成年後見制度利用促進計画・地方再犯

防止推進計画）」、「竹原市障害者計画」、「竹原市第７期障害者福祉計画・第３期障害児福祉計画」、

「たけはら輝きプラン（竹原市高齢者福祉計画・竹原市介護保険事業計画）」、「重層的支援体制整

備事業実施計画」が、令和８年度で計画期間の満了を迎え、新たに策定が努力義務である「認知

症施策推進計画」を加え、統合し、竹原市地域福祉総合計画として策定を支援することを目的と

する。 

策定にあたっては、分野を横断した施策に取り組むため、基礎調査も多岐にわたることか 

ら、サポートが必要であり、委託事業者の情報収集力や課題分析力等のノウハウを活用し、最も

効率的な策定の遂行が望ましいことから、公募型プロポーザルにより提案を広く求め、募集及び

選定を行う。 

 

３ 業務の概要 

⑴ 業務名 

竹原市地域福祉総合計画策定支援業務 

⑵ 業務期間 

契約締結日の翌日から令和９年３月３１日まで 

※本契約は、債務負担行為に基づく複数年契約とする。 

⑶ 業務内容 

別紙「竹原市地域福祉総合計画策定支援業務仕様書」のとおりとする。なお、内容は、プロ

ポーザル実施時点で予定しているものであり、事業者選定後、双方協議のうえ業務の詳細につ

いての仕様書を定める。また、プロポーザルにおける企画提案においては、本内容の変更又は

追加等の提案を行うことも可能とする。 

⑷ 提案上限額 

１４，７５０，０００円（消費税額及び地方消費税額を含む。） 
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４ 業者選定方法 

公募型プロポーザル 

 

５ 参加資格 

次に掲げる条件をすべて満たしている事業者であること。 

⑴ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない者である

こと。 

⑵ 手続き開始の公告の日から契約締結日までの期間において、竹原市の指名除外の措置を受け

ていないこと。 

⑶ 参加申込日において、会社更正法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更正手続き開始の

申立てがなされていないこと。又は民事再生法（平成１１年法律第２２５ 号）に基づいて再生

手続き開始の申立てがなされておらず、かつ、契約締結の日までの間に更生手続き開始の申立

て又は再生手続きの申立てがなされる見込みもいないこと。 

⑷ 参加申込日において、会社法（平成１７年法律第８６号）に基づく清算の開始又は破産法（平

成１６年法律第７５号）に基づく破産手続き開始の申立てがなされている者でないこと。 

⑸ 竹原市暴力団排除条例（平成２３年条例第１４号）第２条第１号から第３号までに掲げる者

でないこと。 

⑹ 国税及び地方税に滞納がないこと。 

⑺ 他の地方公共団体での同種業務又は類似業務の実績、本業務を遂行する十分な能力及び適正

な執行体制を有していること。 

⑻ 個人情報の保護について、本市の施策に準じた措置を講じることができること。 

⑼ 過去５年間に全国での、地域福祉、介護及び障害計画策定業務の受託実績があること。 

 

６ 実施スケジュール 

年 月 日 内  容 

令和７年 ９月２５日（木）～１０月１５日（水） 公募開始・参加申込書等提出期間 

令和７年 ９月２５日（木）～１０月６日（月） 質問受付期間 

令和７年１０月８日（水） 質問書に対する回答期限 

令和７年１０月２２日（水） 企画提案書等提出期限 
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実施する場合は、別途指示 プレゼンテーション 

令和７年１１月上旬 審査結果通知発送 

令和７年１１月中旬 契約締結 

令和７年１２月以降（予定） 調査票発送 

 

７ 質問書の提出等 

質問がある場合は、次のとおり質問書（様式２）を提出すること｡電話や来訪による口頭での質

問や期限を過ぎた質問は受け付けない。 

⑴ 受付期間 

令和７年９月２５日（木）～令和７年１０月６日（月） 午後５時 

⑵ 提出方法 

本要領の「８⑵提出先」へＦＡＸ又は E－mail で送信すること。（送信後は、事務局に受信を

確認すること。） 

⑶ 質問書に対する回答 

令和７年１０月８日（水）に、すべての質疑応答の内容を質問者にメールで送付するととも

に竹原市ホームページに掲載する。 

８ 提出方法 

⑴ 提出期日及び提出書類 

ア 参加申込書類 

  （ア）提出期限：令和７年１０月１５日（水）午後５時１５分まで【必着】 

  （イ）提出書類：「９⑴参加申込書類」の番号①～⑥ 

  （ウ）提出部数：１部 

イ 企画提案書類 

  （ア）提出期限：令和７年１０月２２日（水）午後５時１５分まで【必着】 

  （イ）提出書類：「９⑵企画提案書類」の番号①～④ 

  （ウ）提出部数：正本１部、副本４部 

⑵ 提出先 

〒７２５－８６６６ 

   広島県竹原市中央五丁目６番２８号 

   竹原市市民福祉部地域支えあい推進課 
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電 話 （０８４６）２２－２９４６  

ＦＡＸ （０８４６）２３－０１４０  

E－mail  c-sasae@city.takehara.lg.jp 

 

⑶ 提出された書類の取扱い 

提出された書類は返却しない。また、本市は提出された書類を本プロポーザルにおいて、受

託候補者（第一交渉権者）を選定するために限り使用するものとし、それ以外の用途では使用

しない。 

  

９ 提出書類 

⑴ 参加申込書類 

番号 提出書類 様式等 

① 参加申込書 様式１ 

② 登記事項証明書又は登記簿謄本（発行後３か月以内のもの）写しでも可 任意 

③ 法人の沿革、事業概要がわかるもの（パンフレット等も可） 任意 

④ 

竹原市に対して税の滞納がない証明（納税義務がある業者のみ） 

※竹原市物品調達等指名競争入札参加資格登録業者名簿に登録されていない

場合のみ提出が必要 

任意 

⑤ 

消費税及び地方消費税の納税証明納税証明 

※竹原市物品調達等指名競争入札参加資格登録業者名簿に登録されていない

場合のみ提出が必要 

任意 

⑥ 

誓約書 

※竹原市物品調達等指名競争入札参加資格登録業者名簿に登録されていない

場合のみ提出が必要 

様式４ 

 

⑵ 企画提案書類 

番号 提出書類 様式等 

① 企画提案書 任意 

② 見積書 任意 

mailto:c-sasae@city.takehara.lg.jp
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※見積価格は、消費税及び地方消費税の額を含めた総額を記載すること。 

※見積書に記載する金額が、「３⑷提案上限額」を超えないようにすること。 

※見積書は、プロポーザルにおける価格評価を行うためのものであり、契約候

補者決定後、本契約に際しては詳細仕様を確定後、別途見積書の提出を求め

る。 

③ 見積書の詳細（計画ごとの各費目（人件費、事業費等）の積算方法等） 任意 

④ その他市が指定する書類（追加提出を求めた場合のみ）  

 

⑶ 企画提案書の作成に当たっての留意事項 

ア 企画提案書の様式等 

（ア）用紙サイズは、Ａ４版縦、横書きし、それより大きいサイズの用紙を使用するときは、

Ａ４のサイズに折り込むこと。 

（イ）文字サイズは、１１ポイント以上とする。 

（ウ）両面印刷で３０ページ以内（表紙はページ数に含めない）とし、印刷の色は、カラー、

白黒を問わない。 

（エ）ページ番号を付すること。 

イ 企画提案書の基本構成 

（ア）企画提案書正本は、表紙に会社名を記載すること。副本は、提案者が判別できるような

記載（ロゴも含む）を一切行わないこと。 

（イ）企画提案書の提案項目の順に題目を明記して記述すること。 

ウ 企画提案書の提案項目 

別紙仕様書及び本実施要領を踏まえ、次の項目については必ず提案すること。 

なお、企画提案した事項については、全て見積価格の範囲内で実施するものとする。 

提案項目 内   容 

（ア）人員体制

及び実施方針 

・責任者による管理方針、管理体制（進捗管理など）、実施体制（役

割・資格・業務経験） 

・本市からの問い合わせ対応体制 

・本市が担うべき作業との役割分担 

・実施方針（作業期間、作業内容、作業量、担当を明確にしたスケジ

ュール） 

（イ）業務実績 ・過去５年間における同種・類似の業務実績 

※個別計画、複数計画を統合した福祉系総合計画などの策定実績 

・アピールポイント 

（ウ）国の基本

指針等への理解

及び先見性 

・最新の国や他自治体の動向等 

・包含している個別計画の趣旨・目的への理解 

・国の基本指針等を踏まえたうえで、現時点で考えられる適切な次期

計画の重点テーマを提案できるか 
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（エ）現行計画

の趣旨への理解 

・現行計画について、良い点・改善すべき点への見解 

・改善すべきと考えられる点についての具体的な対策案の内容 

（オ）論点整理 ・幅広い分野の論点を整理する手法やポイント 

・地域共生社会を実現できる観点から、課題を焦点化し、論点を整理

できるか 

（カ）本市の地

域特性への理解 

・調査や統計データに基づく本市の課題の現状分析と手法の提案、課

題整理方針。 

・本市の特徴（人口、高齢化率、福祉施設の数、関係機関等との関係

性、本市が重視してきた福祉施策など）への理解度と課題、今後重視

すべきと考えられる施策の展望 

（キ）基礎調査

の実施方法 

・今後の施策や計画の進捗管理につなげられるような調査の工夫、調

査の実施内容の提案（設問設計支援）と分析。 

（ク）独自提案 ・計画内容の充実や、本市の業務改善等につながる独自の提案内容 

 

１０ 辞退について 

参加申し込みを辞退する場合は、令和７年１０月２２日（水）午後５時までに参加辞退届（様

式３）を持参又は郵送（書留郵便に限る）により提出すること。 

提出先は、本要領の「８⑵提出先」に同じ。 

 

１１ 審査の概要 

⑴ 審査方法 

委託事業者の選定は、別に定める審査委員において、企画提案書に記載された内容を総合

的に審査し、受託候補者（第一交渉権者）を選定する。 

⑵ 面接審査（プレゼンテーション） 

    提出していただいた提案書に基づき、プレゼンテーションを実施する場合がある。その場

合、実施日時、方法等については、別途指示する。 

 

⑶ 選定方法等 

ア 企画提案書等提出書類の内容を総合的に評価し、各委員の採点により、受託候補者を選

定する。 

イ 委員会は別表１の審査基準表に基づき、提出書類に記載された内容を審査項目ごとに採

点する。 

ウ 提案者が１者の場合であっても審査を行う。 

⑷ 審査目的、評価基準及び評価項目 

ア 審査目的 

企画提案書は、具体的な契約交渉を行う事業者を選定するためのものである。企画提案
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書によって企画力や実現の可能性、業務遂行能力などを審査するが、提案内容がそのまま

契約内容となるわけではない。具体的な契約内容及び委託金額は本市との交渉を通じて決

定する。 

イ 評価基準 

企画提案書等提出書類等により、別表１の審査基準表の評価項目ごとにそれぞれ同表の

右欄に掲げる評価点を満点として評価し、総合的に判断する。 

⑸ 選定結果の通知 

選定結果は、全提案者に書面で通知するとともに、竹原市ホームページに掲載する。選定

に関する異議等は受け付けない。 

⑹ 契約締結の交渉 

最優秀提案者として選定された事業者を「受託候補者（第一交渉権者）」と決定し、契約締

結の交渉を行う。ただし、次のいずれかに該当し、契約が締結できない場合は、得点の高い

プロポーザル参加事業者から順に契約締結の交渉を行うこととする。 

   ア 受託候補者が、地方自治法施行令第１６７条の４に規定する者に該当することとなった

とき。 

イ 受託候補者が、竹原市から業務委託に係る指名除外措置を受けたとき。 

   ウ 受託候補者が、選定後に虚偽の申し出等により本プロポーザルの参加資格を満たさない

ことが明らかになったとき。 

   エ 受託候補者からの見積徴取の結果、契約締結ができないとき。 

   オ 受託候補者が本業務委託契約の締結を辞退したとき。 

 

１２ その他留意事項 

⑴ 本プロポーザル選考の参加に係る費用は、全て提案者の負担とする。 

⑵ 企画提案書は１者１案とする。 

⑶ 企画提案書提出期限終了後の提案等の修正又は変更は一切認めない。 

⑷ 企画提案書等は、事業者選定に伴う作業等に必要な範囲において、複製することがある。 

⑸ 提出書の著作権は参加申込者に帰属する。 

⑹ 委託業務の全部又は一部の処理を第三者に委託し、又は請け負わせてはならない。 

 

１３ 守秘義務 

受注者は、業務を行うに当たり、業務上知り得た秘密を他に漏らし、又は自己の利益のため

に利用することはできない。また、業務委託終了後も同様とする。 

 

１４ 契約後業務の継続が困難となった場合について 
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⑴ 受注者の責めに帰すべき事由により業務の継続が困難となった場合には、本市は契約の解

除ができる。この場合、本市に生じた損害は、受注者が賠償するものとし、また、次期受注

者が円滑に、かつ、支障なく当業務を遂行できるように引き継ぐものとする。 

⑵ 災害その他不可抗力等、本市及び受注者双方の責めに帰すことができない事由により業務

の継続が困難となった場合には、業務継続の可否について協議するものとする。また、一定

期間内に協議が整わない場合には、それぞれ、事前に書面で通知することにより契約を解除

できるものとする。なお、業務期間終了又は契約の取消しなどにより次期受注者に業務を引

き継ぐ際は、円滑な引継ぎに協力するとともに、必要なデータ等を遅滞なく提供することと

する。 
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別表 

審 査 基 準 表 

 

 審査項目 評価項目 評価 

実 施 体

制 

人員体制 ・業務遂行の要員配置（役割・資格・業務経験）及び実施体制

（本市からの問い合わせ体制等）が十分か。 
10 

役割分担と

実施方針 

・仕様書の内容を理解し、市と受託者の役割分担が具体的かつ

明確になっているか。 
5 

業 務 実

績 

福祉関連計

画の全国及

び県内の策

定実績 

・地域福祉計画の策定実績があるか。 2 

・障害者計画・障害福祉計画・障害児福祉計画の策定実績があ

るか。 
2 

・高齢者福祉計画・介護保険事業計画の策定実績があるか。 2 

・５つ以上の個別計画を包含した福祉総合計画の策定実績があ

るか。 
4 

企 画 提

案 

国等の動向

及び先見性 

・国の基本指針等を十分理解し、最新の動向をおさえているか。 

・国の基本指針等を十分理解し、現時点で考えられる適切な次

期計画の重点テーマを提案できるか。 

10 

現行計画の

趣旨への理

解 

・現行計画について、良い点、改善すべき点をどう考えている

か。 

・改善すべきと考えられる点について、具体的な対策案がある

か。 

10 

論点整理 ・幅広い分野を包含する本計画を策定するにあたり、地域共生

社会を実現する観点から多分野の課題を整理・焦点化でき

るか。 

10 

地域性への

理解 

・本市の特徴への理解度と課題、今後重視すべきと考えられる

施策の展望があるか。 
10 

基礎調査の 

実施方法 

・基礎調査の調査項目検討支援及び全体のデータ分析につい

て、効果的に実施できるよう、手法や設計のポイント、集計・

分析方法が具体的に提案されているか。 

5 

独自提案 ・計画内容の充実や、本市の業務改善等につながる独自の提案

内容があるか。 
5 

見積価格 
・評価点＝20 点×(全提案者中の最低提案価格÷当該提案者の

提案価格)２  ※小数点以下第１位四捨五入 
20 

合  計 100 
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様式１ 

 

令和  年  月  日 

 

 

 竹 原 市 長 様 

 

所 在 地   

名称又は称号   

代表者職氏名   

 

 

参加申込書 

 

 

竹原市地域福祉総合計画策定業務委託事業者選定に係る公募型プロポーザルに参加申込します。 
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様式２ 

 

令和  年  月  日 

 

 竹 原 市 長 様 

 

所 在 地   

名称又は称号   

代表者職氏名   

 

質問書 

 

 竹原市地域福祉総合計画策定業務委託事業者選定に係る公募型プロポーザルについて、次のとお

り質問します。 

資料名  

ページ  

項目  

質問概要  

質問内容 

 

質問理由 

 

 ※質問は、本様式１枚につき１問とし、簡潔にまとめて記載してください。 

 

（担当者連絡先） 

 所 属：  

 氏 名：  

 電 話：  

 ＦＡＸ：  

 メール：  
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様式３ 

 

令和  年  月  日 

 

 

 竹 原 市 長 様 

 

所 在 地   

名称又は称号   

代表者職氏名   

 

 

参加辞退届 

 

 

竹原市地域福祉総合計画策定業務委託事業者選定に係る公募型プロポーザルについて、参加を辞

退します。 
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様式４ 

 

誓 約 書 

 

 私は次の事項について誓約します。 

 

１ 暴力団等を排除する措置について 

  自己又は自己の役員等は、次の各号のいずれにも該当しません。また、竹原市が必要とする場

合には、広島県警察本部に照会することを承諾します。 

 (1) 役員等（個人の場合はその者を、法人の場合には役員又はその支店若しくは営業所（常時業

務の委託契約を締結する事務所をいう。）を代表する者をいう。以下同じ。）が、集団的に、又

は常習的に暴力的不法行為を行うおそれのある組織（以下「暴力団」という。）の関係者（以下

「暴力団関係者」という。）である者 

 (2) 役員等が、暴力団、暴力団関係者、暴力団関係者が経営若しくは運営に実質的に関与してい

ると認められる法人若しくは組合等又は暴力団若しくは暴力団関係者と非難されるべき関係

を有していると認められる法人若しくは組合等を利用している者         

 (3) 役員等が、暴力団、暴力団関係者又は暴力団関係者が経営若しくは運営に実質的に関与し

ていると認められる法人若しくは組合等に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど

積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与している者 

  (4) 前３号のほか、役員等が、暴力団又は暴力団関係者と社会的に非難されるべき関係を有し

ている者         

 (5) 経営に暴力団関係者の実質的な関与がある者 

  

 

※ 上記に違反した場合、参加資格の認定は取り消されます。  

 

 

                           令和   年   月   日 

竹 原 市 長  様 

所 在 地 

 

商号又は名称  

 

代表者･職･氏名                                ㊞   


